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「いつまでも住み続け　
　　　　　「いつかは　

一般会計歳出

人件費
24億8,667万円

扶助費
　22億
  　9,099万円

公債費
11億2,640万円

物件費
12億7,621万円

補助費等
13億
 1,783万円

積立金・貸付金
4億1,013万円

繰出金
13億
　 2,697万円

維持補修費
1億8,617万円

普通建設事業・災害復旧費
12億5,863万円

【
歳
出
】

人
件
費

　

人
件
費
全
体
で
は
、
前
年
度
比

約
２
億
９
千
８
百
万
円
増
額
の
約

24
億
８
千
７
百
万
円
と
な
り
ま
し

た
。

　

こ
れ
は
、
他
の
費
目
に
計
上
し

て
い
た
、
嘱
託
・
臨
時
職
員
関
係

費（
約
3
億
6
千
万
円
）に
つ
い
て
、

制
度
改
正
に
伴
い
人
件
費
へ
変
更

し
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
す
。

扶
助
費

　

子
ど
も
医
療
費
無
償
化
の
拡
充

や
幼
児
教
育
・
保
育
無
償
化
な
ど

に
よ
る
増
額
が
あ
り
ま
す
が
、
児

童
数
や
老
人
福
祉
施
設
入
所
者
の

減
少
、
低
所
得
者
・
子
育
て
世
帯

向
け
プ
レ
ミ
ア
ム
商
品
券
発
行
事

業
の
皆
減
に
よ
り
、
扶
助
費
全
体

で
は
、
前
年
度
比
約
２
千
８
百
万

円
減
額
の
約
22
億
９
千
１
百
万
円

と
な
り
ま
し
た
。

普
通
建
設
事
業
費

　

補
助
対
象
事
業
は
、
道
の
駅
建

設
事
業
の
皆
減
、
社
会
資
本
整
備

総
合
交
付
金
（
公
園
）
事
業
の
減

額
な
ど
に
よ
り
、
全
体
で
減
額
と

な
り
ま
し
た
。
市
単
独
事
業
は
、

道
の
駅
建
設
事
業
が
皆
減
と
な
り

ま
し
た
が
、
消
防
緊
急
通
信
指
令

シ
ス
テ
ム
更
新
、
市
営
温
水
プ
ー

ル
大
規
模
改
修
工
事
な
ど
が
増
額

と
な
り
、
普
通
建
設
事
業
費
全
体

で
は
、
前
年
度
比
約
１
億
８
千
３

百
万
円
減
額
の
約
12
億
５
千
９
百

万
円
と
な
り
ま
し
た
。

物
件
費

　

委
託
料
は
、
ゆ
め
お
ー
れ
勝
山

お
よ
び
道
の
駅
へ
の
指
定
管
理
者

制
度
の
導
入
な
ど
に
よ
り
、
増
額

と
な
り
ま
し
た
。

　

使
用
料
・
賃
借
料
で
は
、
市
議

会
議
員
選
挙
執
行
費
や
小
学
校
教

育
用
デ
ジ
タ
ル
教
科
書
使
用
料
な

ど
が
減
額
と
な
り
ま
し
た
。

　

物
件
費
全
体
で
は
、
会
計
年
度

任
用
職
員
制
度
の
導
入
の
影
響

で
、
前
年
度
比
約
３
億
７
百
万
円

減
額
の
約
12
億
７
千
６
百
万
円
と

な
り
ま
し
た
。

補
助
費
等

　

大
野
・
勝
山
地
区
広
域
行
政
事

務
組
合
負
担
金
が
減
額
と
な
り
ま

し
た
が
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド

発
行
に
伴
う
地
方
公
共
団
体
情
報

シ
ス
テ
ム
機
構
負
担
金
や
妊
産
婦

の
医
療
費
無
償
化
な
ど
が
増
額
と

な
り
、
前
年
度
比
約
６
百
万
円
増

額
の
約
13
億
１
千
８
百
万
円
と
な

り
ま
し
た
。

特別会計名 予算額 増減比（％）

育 英 資 金 会 計 3,416万円 －10.9

下水道事業会計 9億2,572万円 ー 8.1

農 業 集 落 排 水
事 業 会 計 1億7,625万円 0.0

国 民 健 康 保 険
会 計 23億8,971万円 1.2

後期高齢者医療
会 計 3億2,618万円 1.4

介 護 保 険 会 計
保 険 事 業 勘 定 28億2,234万円 2.1

介護保険会計介護
サービス事業勘定 850万円 -6.6

市有林造成事業
会 計 5,014万円 －16.7

企業会計名 予算額 増減比（％）

水 道 事 業 会 計 8億2,703万円 －2.8

特別会計

企業会計

令和令和令和令和令和令和令和2年2年2年2年2年2年年度度度度度度度 予算予算予算予算予算予算予算特集特集特集特集特集特集特集
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勝
山
市
の
当
初
予
算

　

令
和
２
年
度
の
一
般
会
計
当
初

予
算
は
、
持
続
・
発
展
し
続
け
る

ま
ち
の
実
現
に
向
け
た
取
り
組
み

を
よ
り
深
化
さ
せ
る
こ
と
に
配
慮

し
ま
し
た
。
厳
し
い
財
政
状
況
に

あ
り
ま
す
が
、
次
の
３
点
に
最
大

限
留
意
し
て
い
ま
す
。

①
将
来
に
過
大
な
負
担
を
残
さ
な

い
た
め
の
財
政
健
全
化

②
す
べ
て
の
人
が
安
心
で
、
健
康

に
生
活
し
て
い
く
た
め
の
環
境

整
備
に
積
極
的
投
資

③
勝
山
の
魅
力
を
よ
り
強
力
に
発

信
し
続
け
て
い
く

　

総
額
は
、
前
年
度
比
約
１
億
６

千
４
百
万
円
減
額
の
約
１
１
６
億

８
千
万
円
を
計
上
し
ま
し
た
。

【
歳
入
】

市　

税

　

個
人
市
民
税
は
個
人
所
得
の
伸

び
か
ら
微
増
を
見
込
み
ま
し
た

が
、
法
人
市
民
税
が
地
方
法
人
税

の
拡
充
に
伴
う
影
響
な
ど
か
ら
減

額
と
な
り
、
市
民
税
全
体
で
も
減

額
と
な
り
ま
し
た
。

　

固
定
資
産
税
に
お
い
て
は
、
大

手
企
業
の
企
業
立
地
促
進
法
に
よ

る
課
税
免
除
期
間
の
終
了
や
好
調

な
設
備
投
資
に
よ
り
全
体
で
増
額

と
な
る
見
込
み
で
す
。

　

そ
の
他
の
税
目
と
し
て
、
軽
自

動
車
税
が
増
額
、
市
た
ば
こ
税
が

販
売
本
数
の
減
少
か
ら
減
額
の
見

込
み
で
す
。

　

市
税
全
体
で
は
、
前
年
度
比
約

２
千
６
百
万
円
減
額
の
約
27
億
７

千
３
百
万
円
を
見
込
み
ま
し
た
。

地
方
交
付
税

（
臨
時
財
政
対
策
債
を
含
む
）

　

当
市
の
地
方
交
付
税
は
、
幼
児

教
育
無
償
化
に
よ
る
地
方
負
担
額

の
増
額
、
地
域
社
会
再
生
事
業
費

創
設
に
よ
る
増
額
な
ど
を
見
込

み
、
前
年
度
比
約
2
千
７
百
万
円

増
額
の
約
43
億
６
百
万
円
を
見
込

み
ま
し
た
。

財
政
調
整
基
金
繰
入
金

　

会
計
年
度
任
用
職
員
制
度
の
導

入
に
よ
る
非
正
規
雇
用
職
員
の
処

遇
改
善
や
繰
出
金
の
増
額
な
ど
が

あ
り
ま
し
た
が
、
地
方
交
付
税
な

ど
の
主
な
一
般
財
源
の
増
額
な
ど

に
よ
り
、
繰
入
金
は
約
９
千
６
百

万
円
と
２
年
連
続
で
１
億
円
を
下

回
り
ま
し
た
。

　

財
政
調
整
基
金
の
令
和
２
年
度

末
残
高
は
約
11
億
１
千
万
円
の
見

込
み
で
す
。

「いつまでも住み続け　たくなるまち」たくなるまち」
　　　　　「いつかは　帰りたくなるまち」であり続ける帰りたくなるまち」であり続ける

一般会計歳入

市税
27億7,263万円

地方交付税
40億5,000万円

国庫支出金
13億
　4,611万円

県支出金
11億9,181万円

分担金・負担金・使用料・手数料
1億6,418万円

財産収入・寄付金・繰入金・繰越金
1億9,420万円

諸収入
4億8,874万円

各種交付金
5億4,001万円

地方譲与税
1億6,302万円

市債
 7億
   6,930
      万円

市税の内訳

個人市民税
36.8%

固定資産税
43.1%

法人
市民税
5.8%

その他
14.3%

一
般
会
計
は

前
年
度
比
１
・
４
％
減
の

約
１
１
６
億
８
千
万
円
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